
（会計方針の変更）

当連結会計年度末より、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職

給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24

年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付

適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を「退職給付に係

る資産」及び「退職給付に係る負債」として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費

用及び未認識会計基準変更時差異を「退職給付に係る資産」及び「退職給付に係る負債」に計上いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従っており、当連結会

計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の「退職給付に係る調整累計額」に加減して

おります。 

これにより当連結会計年度末において、「退職給付に係る資産」が5,178百万円減少し、「退職給付に係る負

債」が278百万円増加しております。また、その他の包括利益累計額が3,572百万円減少しております。 
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（表示方法の変更）

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示していた「負ののれ

ん発生益」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組み替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に表示していた3,664百万円は、「負ののれん発生益」△65百万円、「その他」3,729百万円として組み替

えております。

 

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

当社及び一部の連結子会社では、山口県その他の地域において、遊休不動産及び賃貸用不動産を所有しており

ます。

当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりです。

 

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

（百万円）前連結会計年度末残高 

   （百万円）

当連結会計年度増減額

（百万円）

当連結会計年度末残高

（百万円）

 遊休不動産 10,883 265 11,148 29,718

 賃貸用不動産 6,493 154 6,647 13,892

 （注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額です。

２．当連結会計年度増減額の主な内訳は、取得による増加です。

３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金

    額、その他の物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自

    社で算定した金額です。

 

当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

当社及び一部の連結子会社では、山口県その他の地域において、遊休不動産及び賃貸用不動産を所有しており

ます。

当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりです。

 

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

（百万円）前連結会計年度末残高 

   （百万円）

当連結会計年度増減額

（百万円）

当連結会計年度末残高

（百万円）

 遊休不動産       11,148 △407 10,741 28,967

 賃貸用不動産 6,647 2,169 8,816 17,197

 （注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額です。

２．当連結会計年度増減額の主な内訳は、利用区分変更による増加及び減少です。

３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金

額、その他の物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自

社で算定した金額です。
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